
令和７年度 決算状況
問財政課〔東庁舎〕　　　　　　 0748-71-2317　 0748-72-3390

歳　入
258億5,350万円
前年度比
▲1,405万円

国・県支出金 
67億2,891万円
26.0%

市税
94億1,439万円
36.4%

地方交付税
31億3,691万円
12.1%

繰越金
7億2,395万円 2.8%

繰入金
7億1,826万円 2.8%

市債
19億2,700万円
7.5%

その他
10億3,681万円
4%

地方譲与税・
各種交付金
21億6,727万円

8.4%

歳　出
253億1,752万円
前年度比

＋1億7,392万円

公債費
23億1,170万円
9.1%

扶助費
62億3,217万円
24.6%

人件費
38億9,926万円
15.4%

物件費
40億8,410万円
16.1%補助費など

30億1,087万円
11.9%

普通建設事業費
29億8,505万円
11.8%

繰出金
17億8,822万円
7.1%

積立金
6億7,649万円  2.7%

投資および出資金
2億5,958万円  1.0%

維持補修費　6,709万円  0.3%

貸付金　300万円  0.0%

※�臨時財政対策債…国からの地方交付税の一部を代替措置として発行するもので、�
返済金（元利償還金）のすべてが後年度に地方交付税として措置されます。

※�合併特例債・・・合併した市町村が、「新市建設計画」に基づく新しいまちづくりのために
必要な事業に対する財源として発行するもので、返済金（元利償還金）の一部が後年度
に地方交付税として措置されます。

　令和７年度歳入については、定額減税の終了
に伴う影響や個人所得の増加により個人市民税
は増額しました。また、国・県支出金において特に
国庫支出金では、児童手当交付金や物価高対応
子育て応援手当支給事業費補助金など、県支出
金では、わたSHIGA輝く国スポ会場地市町運営
交付金などにより増加することとなりました。
　歳出では、人事院勧告に伴う人件費の増加や、
基幹系システムの標準化移行事業に伴う委託
料の増加、教育ネットワーク管理経費における 
小中学校の学習端末の整備に要する経費の増加
などに伴い物件費も増加しています。
　工事費や人件費の増加が今後も見込まれるため、
湖南市行政改革大綱に基づき、歳入・歳出の改革
に取り組みながら着実なまちづくりを行ってい
きます。
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▶市債残高の推移
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　家庭の貯金にあたるものが基金です。
令和７年度末の財政運営のための基金
（財政調整基金・減債基金）の残高は
57.3億円です。
　この基金は、経済情勢の変化による
年間の収支の変動に対応し、安定的な
財政運営のため必要になります。
　今後も適正な水準の確保に努めます。

　市債は、長期にわたり使う学校や道路などの建設のために、国や銀行など
から借り入れを行う市の借金です。また市債は、現在の納税者と将来の納税者
との間の負担の公平を図るという機能も併せ持っています。現在の市債残高
を前年度（令和６年度）と比較すると3.1億円（▲1.5％）減少しています。

※一般会計歳出253億1,752万2千円÷市民54,036人＝468,531円
　（人口は令和８年１月１日現在）

民 生 費 186,732円
諸 支 出 金（ 基 金 積 立 金 ） 12,519円
総 務 費 63,013円
公 債 費 42,781円
教 育 費 68,690円
土 木 費 29,722円
衛 生 費 31,539円
消 防 費 18,144円
農 林 水 産 業 費 7,148円
その他（商工費、議会費など） 8,243円

１人あたりの市税負担額 174,224円 １人あたりの支出額 468,531円

市 民 税 73,225円
（内法人14,882円）

固定資産税 88,984円
市たばこ税 7,860円
軽自動車税 4,154円
鉱 産 税 1円

※市税94億1,439万円÷市民54,036人＝174,224円
　（人口は令和８年１月１日現在）

湖南市のお財布

歳入から歳出を差し引いた５億3,598万円を令和８年度に繰り越し、
そのうち２億3,400万円を貯金しました。収支市の貯金と借金

● 市税…市民税や固定資産税など
● �国・県支出金…国・県が必要と認めた事業に
対しての交付金など

● �地方交付税…市の財政状況に応じた国から
の交付金

● �地方譲与税・各種交付金…自動車重量譲与税、
地方消費税交付金など

● �市債…国や金融機関からの借入金
● �扶助費…障がい者や高齢者福祉、生活保護など
● �人件費…職員の給与、議員や委員の報酬など
● �物件費…各種事業の運営にかかる事務経費など
● 公債費…借入金の返済
● �補助費等…団体運営や事業などに対する 
補助金や負担金など

● �繰出金…特別会計に対する財政的支援とし
ての支払金

用語解説

１人あたりの市税負担額と支出額

解説

解説

基 金 市 債
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●石部駅周辺整備事業� 1億372万円
　石部駅の利便性、アクセス性を高め、誰もが安心・安全・快適に駅
を利用できるよう、駅前広場、周辺施設などの整備を行い、石部駅 
北側広場や段差解消などのバリアフリー化が完了しました。

▲石部駅

●�福祉医療助成事業� 4億4,124万円
　乳幼児から高校生世代までの子ども、社会的、経済的に支援が必要な障がい者・高齢者などの医療 
保険の自己負担金を助成し、健康の増進と福祉の向上を図りました。

●認定こども園施設管理事業� 3億7,426万円
　児童の生活に必要な基本的生活習慣や態度を養い、心身の健全な育成を図るとともに、集団生活の
中で人と関わり生きていくために必要な力を培っています。
　下田こども園では改築工事を行い、安全で質の高い教育・保育を提供できるようにしています。

●社会教育施設管理運営事業� 2億6,615万円
　甲西文化ホール空調改修工事および甲西文化ホール改修工事基本設計・実施設計業務委託を 
実施し、利用者が快適かつ安心安全に利用できる管理運営および施設整備を行いました。

▲�わたSHIGA輝く国スポ剣道大会
　開会式の様子

●わたSHIGA輝く国スポ・障スポ大会経費
� 1億5,412万円
　わたSHIGA輝く国スポ剣道大会、障スポバレーボール大会、 
デモンストレーションとも万全の準備のもと、各大会を成功裏に
終了することができました。
　各大会へは一般観覧者を含め、多くの人に参加いただき、 
生涯スポーツの普及や振興、健康増進や湖南市のPRを図ることが
できました。

▲災害対策施設整備工事の様子

●小学校・中学校施設整備事業� 8億8,111万円
　小学校９校、中学校４校の体育館、石部中学校ドリームホールに
空調を設置する災害対策施設整備工事および小学校５校、中学校
３校の防犯対策施設整備工事を実施し、教育環境整備を行うこと
ができました。

一　般　会　計
特　別　会　計

国民健康保険 
特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 
診療所特別会計

後 期 高 齢 者 
医療特別会計

介 護 保 険 
特 別 会 計

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン
事 業 特 別 会 計

令
和
７
年
度

歳入決算額 258億5,350万円 51億1,317万円 4億3,123万円 14億6,227万円 42億1,810万円 7,371万円
歳出決算額 253億1,752万円 50億6,773万円 4億350万円 14億3,740万円 39億8,785万円 6,864万円
差　引　額 5億3,598万円 4,544万円 2,773万円 2,487万円 2億3,025万円 507万円

令
和
８
年
度

予　算　額 266億1,802万円 54億9,232万円 4億7,362万円 15億2,220万円 43億6,009万円 6,516万円
収 入 済 額 110億8,457万円 21億2,468万円 1億8,328万円 8億2,166万円 20億8,744万円 2,812万円
収　入　率 41.6% 38.7% 38.7% 54.0% 47.9% 43.2%
執 行 済 額 106億3,704万円 20億8,358万円 1億7,131万円 6億7,243万円 16億5,916万円 2,735万円
執　行　率 40.0% 37.9% 36.2% 44.2% 38.1% 42.0%

企　　業　　会　　計
水　道　事　業　会　計 下　水　道　事　業　会　計

収益的収支 資本的収支 収益的収支 資本的収支
令
和
７
年
度

収入決算額 14億6,226万円 2億6,033万円 17億2,117万円 9億1,091万円
支出決算額 14億112万円 4億9,822万円 16億2,775万円 15億4,651万円
差 引 額 6,114万円 ▲2億3,789万円 9,342万円 ▲6億3,560万円

令
和
8
年
度

収入予算額 14億8,924万円 2億9,032万円 17億5,212万円 14億2,981万円
支出予算額 14億7,722万円 5億205万円 17億5,138万円 20億5,971万円
収 入 済 額 5億2,313万円 1,381万円 7億9,545万円 1,285万円
収 入 率 35.1% 4.8% 45.4% 0.9%
執 行 済 額 4億5,016万円 1億1,249万円 2億8,123万円 6億5,871万円
執 行 率 30.5% 22.4% 16.1% 32.0%

令和７年度 湖南市の財政湖南市の財政
一年間の成果

令和７年度決算額・令和８年度上半期各会計予算執行状況

令和７年度 令和６年度 令和５年度

赤字なし 赤字なし 赤字なし
早期健全化基準　12.83%

財政再生基準　20%

赤字なし 赤字なし 赤字なし
早期健全化基準　17.83%

財政再生基準　30%

7.5% 7.8% 7.8%
早期健全化基準　25%
財政再生基準　35%

- - -
早期健全化基準　350%

91.4% 88.0% 88.2%
令和７年度の県内市町の平均（加重平均）

91.3%（速報値）

0.736 0.727 0.730
令和７年度の県内市町の平均（加重平均）

0.683（速報値）
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湖南市の財政指標

◦実質赤字比率

一般会計を中心とした赤字の割合

◦連結実質赤字比率

一般会計、特別会計、企業会計すべての
会計の赤字の割合

◦実質公債費比率（３か年平均）

年間の借金返済額の割合

◦将来負担比率

将来負担が見込まれる負債の割合

◦経常収支比率
市税など自由に使える収入のうち、扶助費や公債費
など毎年必ずかかる経費にどれだけあてられて 
いるかを示す割合です。比率が低いほど自由に 
使えるお金が多いことになります。

◦財政力指数（３か年平均）
標準的な行政を行うためのお金を自らまかなえる
割合です。値が１に近い、または超えるほど財布
に余裕があるものとされています。
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